
監査公表第 23 号(令和７年７月 25日、県公報第 615 号登載)  

人づくり・県民生活部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査結果に基づく 

措置通知(令和６年度) 

  

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第９項の規定により報告した人づくり・

県民生活部、保健医療介護部及び福祉労働部出先機関定期監査の結果（令和７年３月24

日６監総第1395号）に基づき、知事から措置を講じた旨の通知があったので、同条第14

項の規定により、次のとおり公表する。   

 

令和７年７月25日 

 

               福岡県監査委員       塩 川 正 一 

               同             世 利 洋 介 

               同             森   行 一 

                同             渡 辺 美 穂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７保総第６８８号  

令和７年６月１３日  

 

福岡県監査委員  塩 川 正 一 殿 

 同        世 利 洋 介  殿 

 同        森   行 一 殿 

 同        原 中 誠 志 殿 

 

福岡県知事  服部 誠太郎         

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和７年３月 24日６監総第 1395 号の監査結果の報告に基づき講じた措置につい

て、別紙のとおり、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

嘉穂・鞍手保健福祉

環境事務所 

 複写等複合機（以下「複合機」

という。）のリース契約につい

て、ファクシミリ機能（以下「機

能」という。）のある複合機を選

定すべきところ、誤って機能の

ない複合機を選定した。このた

め、後日、機能を付加するため

に、本来ならば購入する必要が

ない後付キットを購入してお

り、経済性に著しく欠けていた。 

今回の誤りの原因は、当事務

所本庁舎の担当者及び上司が、

直方分庁舎（以下「分庁舎」とい

う。）で使用する複合機につい

て、分庁舎に対して必要なファ

クシミリ機能が付加されている

か確認せずに選定したことによ

る。 

所属長は、職員に対し、今回の

誤りを示した上で、同様の誤り

を繰り返さないため、以下の取

組を徹底するよう指導した。 

・ 複合機を選定する際は、本

庁舎総務企画課の決裁だけで

なく、分庁舎で複合機を使用

している関係各課にも選定内

容を合議し、必要な機能の有

無を確認する。 

・ 担当者及び上司は、内部統

制に係るリスク対応シートに

今回の誤り及びその再発防止

策を追記し、これに基づき事

務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護費返還金の収入未

済額が、前年度に比べて増加

している。 

 

 

 

 

 

 

  本庁の制度所管課は、出先機

関の返還金の担当者を対象と

した会議を開催し、各事務所の

返還金収納状況、現在の課題や

取組事例等を情報共有し、収入

未済の解消について協議した。 

また、出先機関に対し、所内

関係部署の連携強化及び収入

未済解消対策会議を開催する

よう指導した。 

生活保護費返還金の口座振

替対応金融機関の対象拡大を

検討し、収入未済解消を促進す

る。 

 

出先機関の所属長は、収入未

済解消対策会議において、以下

の取組を徹底するよう指導し

た。 

・ 年金等公的受給の進行管理

を確実に行い、保護費の認定

誤りを防止することで、新た

な債権の発生防止に努める。 

・ 新たに年金等を受給する場

合など確実に返還金の発生

が見込まれる場合には、受領

後速やかに一括して返還す

るよう指導を行う。 

・ 生活保護を受給中の滞納者

に対しては、滞納者情報や債

務者リストを共有するなど

返還金の担当者とケースワ

ーカーが連携し、ケースワー

カーの訪問等を活用して催

告を行い、一括返還が困難な

者に対しては履行延期申請

の指導を行う。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 債務者の死亡後は、戸籍等

調査により相続人を特定し、

返還を求める。 

・ 返還金の返還方法につい

て、口座振替などの確実に収

納が見込める返還方法への

変更を働きかける。 

・ 返還金の担当者及び上司

は、内部統制に係るリスク対

応シートに収入未済に係る

リスク対応策を追記し、これ

に基づき事務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 

 

生活保護費のうち生活扶助費に

ついて、被保護者の転居に伴って

適用する級地を変更すべきとこ

ろ、これを行わず支給過大となっ

ていた。また、住宅扶助費につい

て、月の途中で転居したことから、

転居前の家賃を日割り計算すべき

ところ、これを行わず支給過大と

なっていた。 

 所属長は、職員に対し、今回の

誤りを示した上で、同様の誤りを

繰り返さないため、以下の取組を

徹底するよう指導した。 

・ 担当者及び上司は、被保護者

の転居の際、級地及び家賃につ

いて再確認する。 

・ 上司は、担当ケースワーカー

が長期不在の場合は、別のケー

スワーカーに事務処理を指示

し、係長、課長での複数チェック

を行う体制を整える。 

・ 上司は、上記の取組について、

毎月開催している保護課全員協

議会で周知する。 

・ 担当者及び上司は、内部統 

制に係るリスク対応シートに今

回の誤り及び再発防止策を追記

し、これに基づき事務処理を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部   

 

 生活保護費を算出する際、通勤

で使用する軽自動車の自動車税を

就労に伴う必要経費として収入額

から控除すべきところ、これを行

わず、支給不足となっていた。 

 所属長は、副所長及び保護課職

員に今回の誤りを示した上で、同

様の誤りを繰り返さないため、以

下の取組を徹底するよう指導し

た。 

・ 担当者は、自動車通勤に伴う

必要経費の認定時に、同経費の

確認を確実に行うため、自動車

保有容認に係る審査会資料に付

箋を付ける。また、同審査会資料

に係る自動車税の領収書を見落

とすことがないよう金額部分に

確認のチェックを付けた上で、

写しを収入認定調書の後ろに添

付する。 

・ 上司は、決裁時に保護決定調

書、収入認定調書及び領収書を

照合し、支給額が適正であるこ

とを確認する。また、領収書の金

額部分に確認のチェックを付

け、必要経費の確認を確実に行

う。 

・ 上記の取組について、毎月開

催している保護課職員全員協議

会で周知、徹底する。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今回

の誤り及びその再発防止策を追

記し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 生活保護費における生活扶助

費のうち、被保護世帯に属する

障がいのある世帯員に係る母子

加算について、20 歳未満の世帯

員を対象とすべきところ、20 歳

以上の者を対象とし、支給過大

となっていた。 

 

所属長は、今回の誤りを職員

に示した上で、同様の誤りを繰

り返さないため、以下の取組を

徹底するよう指導した。 

・ 上司は、「訪問計画実施状況 

表」の様式における記入要領

に、「特別児童扶養手当支給対

象児童がいる場合、その世帯員

欄に 20 歳到達年月日を記入す

ること」を追記する。 

・ 担当者及び上司は、特別児童

扶養手当支給対象児童がいる

世帯について、同実施状況表

に 20歳到達年月日を記入する

とともに、決裁時に保護決定

調書と同実施状況表を照合

し、支給額が適正であるか確

認する。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今

回の誤り及びその再発防止策

を追記し、これに基づき事務

処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

保健医療介護部 生活保護費について、毎月就労

収入額及び必要経費を確認し生活

保護電算システムに入力すべきと

ころ、これを怠り、支給不足及び

支給過大となっていた。 

 

本件の原因は、担当者が就労収

入額及び必要経費の確認は行って

いたが、生活保護電算システムへ

の入力を失念していたこと、及び

上司が同システムへの入力につい

て確認を怠ったことによる。 

所属長は、職員に対し、今回の誤

りを示した上で、同様の誤りを繰

り返さないため、以下の取組を徹

底するよう指導した。 

・ 担当者は、毎月、同システムに

おける定例処理の最終日まで

に、担当する全世帯について、就

労収入額及び必要経費の認定内

容と同システムへの入力内容を

照合し、認定誤りや入力漏れが

ないか確認する。 

・ 上司は、毎月、生活保護費の認

定変更があったものについて、

認定誤りや入力漏れがないか、

確認する。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今回

の誤り及びその再発防止策を追

記し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７福総第６６９号  

令和７年６月１３日  

 

福岡県監査委員  塩 川 正 一 殿 

 同        世 利 洋 介  殿 

 同        森   行 一 殿 

 同        原 中 誠 志 殿 

 

福岡県知事  服部 誠太郎         

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和７年３月 24日６監総第 1395 号の監査結果の報告に基づき講じた措置につい

て、別紙のとおり、通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

福祉祉労働部 

小倉高等技術専門

校 

令和６年度の自動販売機設置

に係る行政財産使用許可につい

て、更新の申請があったにもか

かわらず、必要な事務処理を行

わなかったため、長期間にわた

り許可なく自動販売機が設置さ

れていた。 

また、行政財産使用許可を行

わないまま、使用料の調定を行

っていた。 

 

所属長は、職員に対し、今回 

の誤りを示した上で、同様の誤

りを繰り返さないため、以下の

取組を徹底するよう指導すると

ともに、以下の取組が確実に行

われているか確認することとし

た。 

・ 担当者及び上司は、「公有財

産事務の手引」等で適正な事

務処理について改めて確認す

る。 

・ 上司は、担当者に対し、行政

財産の使用許可や貸付等の事

務について理解・習得させる

ため、財務規則や「公有財産事

務の手引」の該当条文等を示

しながら指導する。 

・ 上司は、担当者を指導した

場合は、指導した内容が着実

に実施されているか確認す

る。 

・ 担当者及び上司は、自動販

売機設置に伴う年間のスケジ

ュールを新たに作成し、これ

を用いて進捗管理を行う。   

・ 担当者及び上司は、内部統

制に係るリスク対応シートに

今回の誤り及びその再発防止

策を追記し、これに基づき事

務処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 



指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

小倉高等技術専門

校 

資金前渡により支払われたそ

の他需用費（資料代）について、

精算書及び領収書の所在が不明

となっており、精算が確認でき

なかった。 

本件の原因は、担当者及び上

司が、精算の重要性を認識して

いなかったため、杜撰な事務処

理（監査当日、精算書及び領収書

が所在不明）を行っていたこと

による。 

なお、所在が不明となってい

た精算書及び領収書は、後日、別

ファイルに綴じられていたこと

が判明した。 

 

所属長は、職員に対して今回

の誤りを示した上で、同様の誤

りを繰り返さないため、以下の

取組を徹底するよう指導した。 

・ 担当者及び上司は、「財務会

計事務の手引き」等で適正な

事務処理について改めて確認

する。 

・ 担当者及び上司は、財務会

計事務研修を受講する。 

・ 担当者は、精算書の決裁後

速やかに関係書類を所定のフ

ァイルに綴じる。 

・ 上司は、関係書類が所定の

ファイルに綴じられたことを

確認する。 

・ 担当者及び上司は、内部統

制に係るリスク対応シートに

今回の誤り及びその再発防止

策を追記し、これに基づき事

務処理を行う。 

 

 

 

 

 



指摘事項 

対象機関名 監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

福岡障害者職業能

力開発校 

 訓練手当のうち通所手当につ

いて、通所経路上で福祉優待乗

車証を用いて運賃が０円となる

区間分は支給すべきでないとこ

ろ、これを支給し、支給過大と

なっていた。 

 

 本件の原因は、訓練手当の支

給管理を行う電算システムであ

る「訓練手当システム」への通所

手当の変更入力を失念していた

こと、及び訓練生に対して発行

していた「訓練手当変更支給決

定通知書」の内容と実際に支給

する通所手当の金額を照合する

などの確認を怠っていたことに

よる。 

所属長は、職員に対し、今回の

誤りを示した上で、同様の誤り

を繰り返さないため、以下の取

組を徹底するよう指導した。 

・ 「訓練手当システム」への入

力方法を改善するとともに、

担当者、副任及び上司は、認定

額変更の決裁の際、同システ

ムへの単価及び認定額の入力

が誤っていないか確認を行

う。 

・ 担当者、副任及び上司は、毎

月の訓練手当支給に係る決裁

の際、「訓練手当変更支給決定

通知書」の写しを添付し、「訓

練手当システム」により算出

した支給額が、通知書記載の

金額と相違ないか照合を行

う。 

・ 担当者及び上司は、内部統

制に係るリスク対応シートに

今回の誤り及び再発防止策を

追記し、これに基づき事務処

理を行う。 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

児童措置弁償金の収入未済

額が前年度に比べて増加して

いる。 

 

 

 本庁の制度所管課は、出先機関

の返還金担当者を対象とした会議

を毎年開催し、児童措置弁償金の

収納状況、現在の課題や取組事例

を情報共有し、収入未済の解消に

ついて協議する。   

 

出先機関の所属長は、所内の係

長以上を集めた会議で以下の取組

を徹底するよう指導した。 

・ ケースワーカーは、児童の施

設入所時、保護者に対して児

童措置弁償金の負担について

十分に説明する。また、認定更

新で負担額が増額となる場合

には、丁寧な説明を行う。 

・ 収入担当者又はケースワー

カーは、督促状を初めて送付

したとき又は訪問して催告を

行ったときは１か月後に電話

での催告を行う。 

・ 収入担当者及び上司は、督促

強化月間を設定して、文書及

び訪問催告を行う。 

・ ケースワーカーや児童心理

司が保護者と面談する際に、

ケースワーカー又は収入担当

者から保護者に納付依頼を行

う。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに収

入未済に係るリスク対応策を

追記し、これに基づき事務処

理を行う。 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

 所属資金前渡職員口座からの振

替（自動引き落とし）によって支

払っていた電話料金について、振

替予定日に当該口座に入金すべき

ところ、これを行わず、支払が遅

延していた。 

 

 

 所属長は、職員に対し、今回の

誤りを示した上で、同様の誤りを

繰り返さないため、以下の取組を

徹底するよう指導した。 

・ 担当者は、届いた郵便物の内

容をすぐに確認し、必ず開封し

て保管する。 

・ 担当者が受領した請求書は、

係員全員が確認できるよう所定

の場所に保管する。 

・ 担当者は、数種類ある電話料

金について、請求ごとに記載で

きる支払計画表を作成し、これ

を用いて係長とともに進捗管理

を行う。 

・ 出納員は、担当者及び係長に

対して、支払計画表のチェック

を確実に行うよう指導するとと

もに、これを用いて進捗管理を

行う。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今回

の誤り及びその再発防止策を追

記し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

 所属資金前渡職員口座からの振

替（自動引き落とし）によって支

払っていた電気料金について、振

替予定日に当該口座に入金すべき

ところ、これを行わず、支払が遅

延していた。 

 

 

 所属長は、職員に対し、今回の

誤りを示した上で、同様の誤りを

繰り返さないため、以下の取組を

徹底するよう指導した。 

・ 担当者及び上司は、「振替予定

日」と「支払期限」に係る項目を

追加した会計事務チェックシー

トを用いて、複数で日付を確認

する。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今回

の誤り及びその再発防止策を追

記し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

対象機関の 

属する部局名 
監査の結果 講じた措置の内容 

福祉労働部 

 

訓練生健康診断料の支払につい

て、契約書に基づき、請求書を受

理した日から 30 日以内に支払う

べきところ、これが遅延していた。 

所属長は、職員に対し、今回 

の誤りを示した上で、同様の誤り

を繰り返さないため、以下の取組

を徹底するよう指導した。 

・ 担当者及び上司は、「財務会計

事務の手引き」等で適正な事務

処理について改めて確認する。 

・ 担当者及び上司は、財務会計

事務研修を受講する。 

・ 担当者は、請求書保管場所に

必ず請求書を保管し、支払期限

内に確実に支出事務を行う。 

・ 担当者及び上司は、支払先や

支払予定月を記載した定期支払

簿を新たに作成し、これを用い

て進捗管理を行う。 

・ 担当者及び上司は、内部統制

に係るリスク対応シートに今回

の誤り及びその再発防止策を追

記し、これに基づき事務処理を

行う。 

 

 

 

 


